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商工労働観光部

新型コロナウイルス感染症の影響拡大に係る
県内企業への実態調査の結果について

商工労働観光部においては，８月１１日（火）から８月３１日（月）まで，商工団体や
県民局と連携し，「宿泊・観光・旅行・飲食・イベント業」をはじめ，「運輸業」や「卸売
業」，「製造業」など，幅広い業種を対象に，県内企業への今年度第４回目となる「追跡調
査」を実施しました。
２９４社から回答があり，取りまとめた結果は，次のとおりです。

１ 売上の状況
（１）対前年同月比で「売上減少」と回答した企業の割合

７月実績 ８月見込 ９月見込

全体 ７７％ ８２％ ８３％
（うち５０％以上減少：３１％） （うち５０％以上減少：３５％） （うち５０％以上減少：３３％）

宿泊・観光・旅行・ ８９％ ９６％ ９７％
飲食・イベント業 （うち５０％以上減少：６０％） （うち５０％以上減少：６６％） （うち５０％以上減少：６７％）

製造業 ７２％ ７９％ ８１％
（うち５０％以上減少：１７％） （うち５０％以上減少：１９％） （うち５０％以上減少：１４％）

（２）具体的な影響の内容
＜資金繰り＞
・融資制度等の活用により，資金調達を行い，運転資金を確保している。
・売上げの減少が長引き，資金繰りが非常に厳しくなっている。

＜雇用の状況＞
・雇用調整助成金を活用し，雇用の維持に努めている。
・一部休業の実施や退職する従業員が出てきている。

２ 「業種ごとのガイドライン」に沿った取組みについて
・実践している（１５８社）
・検討している（４３社）
・ガイドラインの確認ができていない（３９社）

３ 国・県への要望など（複数回答）
・資金繰りの支援拡充や雇用調整助成金の継続（６５社）
・観光振興施策の充実（２７社）
・「新しい生活様式」に沿った取組みへの支援の拡充（１６社）
・感染予防対策と社会経済活動を両立する施策の推進（１５社）
・わかりやすく速やかな情報提供（１３社）
・医療体制の充実や検査体制の見直し（１３社）


